
推

める。
・第1期障害児

進

福祉計画に基づき、市

上

がこれまで実施してき

位

た療育及び相談活動を

政

活用し、地域支援に努

策

めていく。
援

04 健康で幸せにすごせるまち

施策統括課 障害福祉課 施策統括課長名 後藤　寿之

関連課 障害福祉課

関連する 東久留米市障害者計画、第5期東久留米市障害福祉計画・第1期障害児福祉計画、東久留米市地域福祉計画（第3次改定版）

個別計画等

障害者計画・障害福祉計画の推進
予定計画事業

・ノーマライゼーションの理念に基づき、障害者やその家族が住み慣れた地域で安心して生活していくためのサービスや

施

施策に対する
、社会参

策

加に向けた支援を進め

評

る。
基本的な考え方

・

価

関係機関との連携のも

表

と、障害の特性に応じ

(

た情報の内容と提供手

2

段の充実に努め、福祉

9

サービスを円滑に利用

年

できる
（第4次長期

体

度

制づくりを進める。
総

実

合計画より）

基本事業

績

名（1～3） 第4次長

評

期総合計画における方

価

向性
・障害に対する理

と

解を深め、ノーマライ

3

ゼーションの理念をよ

1

り浸透するため、啓発

年

活動を推進する。
09

度

-01 ・障害者及び難

方

病者などが、福祉サー

針

ビスを活用しながら、

)

地域で自立して生活で

１

きるよう支援する。

日

　

常生活への支援 ・障害

施

者差別解消法、障害者

策

虐待防止法の趣旨を踏

の

まえ、市民等への周知

概

、意識啓発に努める。

要

・地域自立支援協議会

（

とその専門部会の運営

第

により、第4期（平成

4

27～29年度）及び

次

第5期（平成30～3

長

2年度）障害福祉計
画

期

の施策の評価・進行管

総

理などを実施する。

・

合

障害のある人に対する

計

理解の周知・啓発を図

画

り、一般就労（企業就

（

労）・就労継続に向け

後

た支援をハローワーク

期

などの
09-02 関係

：

機関とともに推進する

2

。

日中活動への支援 ・

8

就労支援室の活動を通

年

じて、一般企業への就

度

職と定着を総合的に支

～

援する。
・障害者優先

3

調達推進法に基づく調

2

達方針を毎年度策定し

年

、調達実績を公表する

度

などして、障害者の工

）

賃向上へつながる
支援

に

を行う。
・身近な地域

掲

での活動に積極的に参

げ

加できるよう、障害者

る

の社会活動への参加を

事

促進する。

・乳幼児健

項

診や発達検診の実施に

）

より、障害児（発達障

施

害を含む）の早期発見

策

・療育を推進する。
0

名

9-03 ・わかくさ学

0

園発達相談室と子ども

9

家庭支援センターや教

障

育関係機関など、障害

害

児本人を基本に、必要

者

に応じてその家族

障害

福

児への療育支 などに対

祉

する相談を行い、切れ

の

目のない支援体制に努



期総合計画における方向性

２　施策の成果指標と実績

No 成果指標 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

福祉施設から一般就労への移行者数
1 人 10 13 15

施設入所支援サービス利用者数
2 人 90 92 94

共同生活援助サービス利用者数
3 人 124 126 128

4

5

３　施策内事務事業数と施策のコスト

項目 単位 27年度実績 28年度実績 29年度実績

本施策を構成する事務事業数 本 54 52 50

トータルコスト 千円 3,522,740 3,666,240 3,888,805

　　　　　　　　　　　　事業費（内書き） 千円 3,366,446 3,489,303 3,694,914

　　　　　　　　　　　　人件費（内書き） 千円 156,294 176,937 193,891

１　施策の概要（第4次長期総合計画（後期：28年度～32年度）に掲げる事項）

基本事業名（4～5） 第4次長



者

向けては、就労支援室

団

「さいわい」と「あお

体

ぞら」が中核的施設と

の

しての役割を担ってい

の

る。また、市
役所でも

自

実習生の受け入れを行

由

い、協力企業と共に一

な

般就
労に向けての支援

選

を行っている。東久留

択

米市障害者優先調
達推

と

進方針については、障

意

害者就労施設等からの

思

物品等の
調達を増やす

決

ように努めている。
2

定

・わかくさ学園は、公

を

設公営の療育施設とし

尊

て、35名の通 ・第1

重

期障害児福祉計画によ

す

り、現在の取り組み状

る

況の確認や見直しなど

４

地

につ
園者への療育を行

域

っている。また、健康

づ

課と連携体制をと いて

く

、地域自立支援協議会

り

の意見を参考にしなが

が

ら検討していく。
りな

必

がら、市内全域の就学

要

前児童の発達相談を受

で

け付けて ・医療的ケア

あ

等、特別な配慮が必要

　

代

な園児の入園が増加し

表

ていくことが想定さ
い

、

る。 れることから、ど

学

こまで対応できるのか

識

、また、どう対応すべ

経

きかについて、
・発達

験

相談室は親子療育をは

者

じめ、18歳までの障

、

害児相談 整理していく

学

。　
支援事業所として

基

校

、サービス利用計画を

や

作成しており、小 ・療

保

育の充実を図るため、

健

健康課、教育相談室、

な

学校、幼稚園、保育所

ど

等、他
中学校、特別支

の

援学校及び教育相談室

行

との連携体制をとり 施

政

設・関係機関との連携

機

を一層進め、市内全域

本

関

の障害児支援とその対

の

応につい
、市内全域の

代

学齢期の児童の相談に

表

対応している。 て検討

、

していく。
・切れ目の

障

ない支援の実施に向け

害

、国の指針に基づく児

福

童発達支援センター機

祉

能を考慮に入れた、本

サ

市における「地域支援

事

ー

体制の構築」「障害児

ビ

相談支援の
提供体制の

ス

確保」について、検討

を

していく。
3

提
る。日常生

業

活の支援において、住

に

み慣れた地域で生活を

つ

続 供する事業所の代表

い

からなる「東久留米市

て

地域自立支援協議会」

（

において内容
けたいと

1

いう障害者の意思に基

～

づき、障害福祉サービ

3

スを を点検・評価して

）

きた。これらを踏まえ

現

た第5期障害福祉計画

状

・第1期障害児福
提供

と

しているが、障害者だ

課

けでなく、難病患者等

題

へのサー 祉計画に基づ

3

き、障害者等を地域社

1

会で支える仕組みを実

年

現できるよう努める
ビ

度

ス提供に向け、積極的

に

かつ丁寧に生活状況の

向

聴取を行な 。
っている

け

。 ・市民に対し、「障

た

害者差別解消法」及び

方

「東京都障害者への理

向

解促進及び差
・親なき

性

後を見据えた対策とし

・

て、特に知的障害者の

障

ニー 別解消の推進に関

害

する条例」について、

者

その制度・内容と、社

の

会的障壁の除去
ズが高

自

いグループホームにつ

立

いては、平成30年3

と

月策定の に向けた合理

社

的配慮の周知を図るた

会

め、障害等に関する啓

参

発事業を実施する。
第

加

5期障害福祉計画に沿

を

って整備を進める必要

支

がある。 ・民間企業と

え

連携した就労支援の仕

る

組みを検討していくと

た

ともに、事業所の強
・

め

医療費については、心

に

身障害者医療費助成、

は

難病医療費 みを活かし

、

た業務展開を図る。　

障

　　　　　　　　　　

害

　　　　　　　　　
1

者

助成、自立支援医療の

自

助成により、経済的負

ら

担を軽減する ・現在実

・

施している施策や制度

自

についても、実情に合

立

わせた見直しを検討し

支

て
ように支援している

援

。 いく。

・日中活動の

サ

支援においては、就労

ー

面と生活面の支援を一

ビ

・働くことは自己実現

ス

と社会参加において重

、

要な要素であり、努力

児

による自己
体的に提供

童

し、障害者の就労意欲

系

の向上と一般就労促進

サ

を の向上は生きがいに

ー

つながる。障害特性、

ビ

状態により、企業就労

ス

へのステップ
図る必要

に

がある。また、障害者

つ

の社会参加実現には、

い

地域 アップをめざす福

て

祉的就労の充実に向け

は

支援していく。
との交

、

流を図りながら進めて

障

いくことが大切である

害

。障害 ・市内事業者に

当

障害者雇用に係るセミ

事

ナー等を実施し、一般

者

就労の促進を図る
特性

や

の理解に向け、意識啓

障

発とその周知が求めら

害

れる。 。
・一般就労に



2年目となるが、毎年度実施している障害福祉サービス支給等の状

況についての評価・見直しを行ない、その結果に基づき適正に実施していく。加えて障害児支援に係る提供体制等（児童発達支

援センター機能）について検討を進めていく。現状分析と課題の確認に努め、計画内容を実行していく。

・「東久留米

４

市地域自立支援協議会

　

」における活発な協議

基

・活動を支援し、障害

本

等にかかる意識啓発、

事

就労支援の充実及び各

業

種

制度の見直し検討に

に

ついて、それぞれ実施

つ

していく。　　

６　3

い

1年度の施策の位置づ

て

け 重点施策以外

（4～5）

現状と課題 31年度に向けた方向性

4

5

５　31年度に向けた施策方針

・平成31年度は第5期障害福祉計画・第1期障害児福祉計画の


